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研究の目的 

この研究は、国土計画・地域計画・都市計画の立案に資する基礎資料として、先ず全国

に分布する市町村の実態を把握分類し、次に、経年的な変化を発展動向として解明し、そ

の比較資料を参考として提供するとともに、究極的には今後の計画は生活上一体と認めら

れる広域圏単位で立案するよう主張することを目的としている。 

解析に当って扱った主要な研究項目は、市町村における市街地の規模、集積産業、教 

育、通勤・通学事情とその圏域構成の変遷、及び都市公園整備の実績である。 

本研究の解析結果は、以下に示す第１章から第４章の構成でまとめている。 

第１章は、主として定性的に市町村の機能面の特性を把握するために行った解析、及び 

計画単位とすべき都市圏等の変遷、特性等に関する比較分類についての記述である。 

第２章は、人口、人口集中地区、就業人口、通学人口等に関する既往の統計値から市町 

村、及び都市圏等の変遷に関する計量的な解析結果の記述である。 

第３章は、都市公園等の現況統計から、昭和３５年～平成１２年における都市公園等の整

備の状況を解析し、併せて将来目標の考研に基づく現況評定から、今後の政策推進に当たっ

て望まれる重点指摘の試みを記している。 

 第４章は、上記各章の解析により把握した都市、都市圏等の発展・衰退の要因を知る手 

掛かりを得るため、全国に分布する中心都市等 250 の昭和 25 年から平成 12 年までの人口 



伸び率を基準として、成長組、減少組、激減組に仕分け、それぞれの立地条件、沿革、既 

往の地域振興政策、適用された計画制度、市街地整備、都市公園の整備状況等のマクロ的 

比較を行っている。 

第１章 全国都市圏・農村圏及びその構成市町村の体系的分類に基づく変遷比較 

第１章は、将来計画のために、1950~2000 年に見られた急速な都市化に伴い、わが国の

都市・農村等の構成に生じた変化を解明している。 

１．わが国には、1995 年現在 3,180 の市町村があった（除く沖縄）。これらのうち国勢調査

資料に基づき A~E 5 グループに分けて選別した都市（DID 人口１万人以上）は、1960 年に

511 存在したが,その後 205 増加して、1995 年には 716 都市の構成となった。 

２．通勤・通学調査に基づき、都市圏、農村圏等を設定した。都市圏は 161 中心都市をも

とに 2,666 市町村で構成されており、農村圏等は 99 中心町村をもとに 354 町村の構成で、

市町村の 95%が広域圏を形成している。なお、これに属さぬ孤立町村が 160 存在する。 

３．産業大分類別従業者調査に基づく各市町村の産業特性の推移から、純農村の激減、工

業の全国進出、三次産業の中心都市集中を解明した。 

４．各圏域の抱える計画課題の解決には、都市圏等を対象とする計画立案が必要であると 

の問題提起を行った。 

 

第２章 ２０世紀後半期における全国都市圏・農村圏及び各構成市町村の変遷に関する研

究 

第２章は、1950~2000 年における全国市町村国勢調査データに基づき、将来計画のため都

市化に伴う都市・農村圏の変遷を解明したものである。 

１．全国人口は、50 年間に約 4,200 万人（1.51 倍）増加した。実在する都市圏、農村圏 260

別の増減は、A,B,C 都市圏で大幅に増加し、特に、A,B 都市圏へは 2,000 万人が流入した。 

２．就業人口は、1955 年以降 2,400 万人増加した。就業者の 97%は都市圏で従業しており、

50%はＡ都市圏である。第一次産業人口は約 1,200 万人減少した。第二次産業人口は約 1,100

万人増加し 2.18 倍,第三次産業人口は 2,600 万人増加し 2.8 倍となった。 

３．人口集中地区は、1960~2000 年の間に、人口は 2 倍、4,200 万人増、面積は 3 倍、8,6oo

Ｋ㎡増の結果、密度は 2/3 に低下した。 

４．20 世紀後半の都市・地域の急激な変遷がもたらした多くの計画課題に対して、関係者

は、鋭意対応に努める必要がある。 

 

第３章 20 世紀後半期における全国都市公園等整備の実績、及び現状に関する評定と 

考察  

 第３章は、公園緑地の整備実績を都市と都市圏について解明し、今後の計画に資するこ

とを目的としている 

１．公園統計による全国の供用箇所、面積は、昭和 35 年の 4,443 ヶ所、約 13,900ha か



ら、平成 12 年には約 78,400 ヶ所、約 90,900ha に拡充した。 

２．各市町村の整備現況を独自に想定した長期的目標値と比較検討した結果、面積の達

成率は、都市規模区分に基づき設定したＡ都市圏 22%,B 都市圏 43%,C44%,D51%, 

E62%,EM71%,F62%であった。 

３．各中心都市と都市圏の整備水準を六段階に分けて評定し、そのタイプ別分類から、

市町村名を記入した都市公園等整備ランク座標を作成し,今後の整備事業において重点

を指向すべき地域を指摘した。 

第４章 中心都市、都市圏等の発展・衰退要因の解析、及び総括的考察 

第４章は、上記各章の解析により把握した中心都市、都市圏等の発展・衰退、或いは都市

公園整備現況の評定に見られる格差について、中心都市等の昭和 25 年から平成 12 年までの

人口伸び率に基づく成長組、減少組、激減組の仕分けから、それらの要因と思われる自然的、

社会的、一般通念的な土地柄を比較検討することによって、発展動向を占う何らかの定説が

得られるのではないかと試みた解析である。 

１．成長都市には、3A、5B、41C, 24D,44E が含まれる。DID 人口４万人以上の都市は、若

干の例外はあるが成長の部にあり、DID 人口４万人未満の市町村はＥの約半数を除くと成長

組に留まることは難しいとの結果である。 

２．都市圏の発展タイプは、B,C,D 圏は主として中心都市リード型、A圏は近郊膨張型とい

える。 

３.産業大分類に基づく特性比較では、A，B，C クラスの都市は必要な都市機能を多様に整

えつつ発展しており、更に新たな機能を付加する可能性が高い。一方、D，E クラスの都市

は、特化機能の種別が少なく、商業・サービス的な機能の水準が低い。 

４．中心都市の地方分布から、成長都市数が減少都市と激減都市の合計を上回っているの

は、本州の東半分を占める地方であり、北海道、中国,四国、九州は減少都市と激減都市の 

合計が成長都市数を上回る地方である。 

５．自然的立地条件については、一般的に、平坦地の規模が大きい平野、盆地が都市形成

上非常に有利であり、海岸沿い、河川上流沿いの平地・丘陵では成長都市よりも減少が多

く、大きな都市は育っていない。 

豪雪地帯は、都市の発展を著しく阻害しているとは思われないが、離島、山村、過疎、

奥地のレッテルは、非常に厳しい条件である。 

６．成長都市に８割以上が関係している沿革上の特性は、城下町、工業都市、商業都市、 

行政都市、戦災都市であり、宿場町、温泉地も６割以上が関係している。一方、地方港湾 

のみの港町、漁師町、鉱山町に係わる都市に減少、激減が存在する。 

７．既往の計画制度のうち、国土総合開発計画の特定地域、首都・近畿・中部圏整備計画、

新産業都市、並びに工業整備特別地域は、都市の発展に大きく貢献したと言える。 

８．都市計画法の適用状況は、成長都市に重点が置かれてきたが、都市圏の約６割に留ま

っており、都市計画は、三巨大都市のほか地方の成長都市とその都市圏に重点を置いて進



められてきたと言える。 

９．市街地整備事業と公有水面埋立事業の実績合計値を用途地域面積で除した値を計画的

市街地率と見なすならば、現在市街地の 1/3 程度しか良好な市街地が存在しないことがわ

かった。残る 2/3 の地域は、生活環境上、防災上改善する必要に迫られている。 

１０．都市公園整備の実績は、成長都市とその都市圏に重点が置かれてきた。三巨大都市

圏の占める臨海成長都市圏では、整備量が突出して高いにも拘わらず圏域人口一人当たり

の面積は容易には高まらず、今後一層整備の促進を図らなければならない状況にある。 

 

第１章から第３章までの都市と都市圏の各変遷比較、及び第４章における成長・減少・

激減に区分した中心都市等の発展・衰退要因の解析、及び総括的考察をもって、２０世紀

後半期における都市およびその都市圏の変遷に関する比較研究の報告とする。 

 


